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保健医療分野における
「災害」



災害とは
集団災害の定義

「人と環境との生態学的な関係における広範な破
壊の結果、被災社会がそれと対応するのに非常
な努力を要し、非被災地域からの援助を必要とす
るほどの規模で生じた深刻かつ急激な出来事」
Gunn

医療の需給のバランスの急激
な崩壊

DMAT研修資料より



災害では

需要 資源

アンバランス

より大きな不均衡が
より壊滅的な結果をもたらす

DMAT研修資料より



健康危機管理とは？



２．健康危機管理の定義
平成１３年に定められた「厚生労働省健康危機管理基本指針」によ

れば、健康危機管理とは、「医薬品、食中毒、感染症、飲料水その他
何らかの原因により生じる国民の生命、健康の安全を脅かす事態に
対して行われる健康被害の発生予防、拡大防止、治療等に関する業
務であって、厚生労働省の所管に属するものをいう。」とされている。

この定義における「その他何らかの原因」の中には、阪神・淡路大
震災や有珠山噴火のような自然災害、和歌山市毒物混入カレー事
件のような犯罪、ＪＣＯによる東海村臨界事故のような放射線事故、
健康被害は発生しなかったがその可能性が心配されたコンピュータ
西暦２０００年問題等、様々な原因の健康危機事例が含まれること、
また、サリン事件のような化学兵器や毒劇物を使用した大量殺傷型
テロ事件が発生した場合にも対処を求められる可能性があることに
も留意する必要がある。すなわち、不特定多数の国民に健康被害が
発生又は拡大する可能性がある場合には、公衆衛生の確保という
観点から対応が求めれられているということである。

地域における健康危機管理について
～地域健康危機管理ガイドライン～

（平成１３年３月）



主な災害対策関係法律の類型別整理
類型 防災 応急救助 復旧・復興

地震
津波

火山

風水害

地滑り
崖崩れ
土石流

豪雪

原子力

大規模地震対策特別措置法

津波対策の推進に関する法律

・地震財特法
・地震防災対策特別措置法
・建築物の耐震改修の促進に関する法律
・密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律
・東南海・南海地震に係る地震防災対策の推進に関する特
別措置法
・日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策
の推進に関する特別措置法

活動火山対策特別措置法

河川法

特定都市河川浸水被害対策法

・砂防法
・森林法
・特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置法
・地すべり等防止法 ・急傾斜地の崩壊による災害の防止に
関する 法律
・土砂災害警戒区域等における土砂災害 防止対策の推進に
関する法律

豪雪地帯対策特別措置法

原子力災害対策特別措置法

激甚災害法

＜被災者への救済援助措置＞
・中小企業信用保険法
・天災融資法
・小規模企業者等設備導入資金助成法
・災害弔慰金の支給等に関する法律
・雇用保険法
・被災者生活再建支援法
・株式会社日本政策金融公庫法

＜災害廃棄物の処理＞
・廃棄物の処理及び清掃に関する法律

＜災害復旧事業＞
・農林水産業施設災害復旧事業費国庫補助の暫定措置
に関する法律

・公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法
・公立学校施設災害復旧費国庫負担法
・被災市街地復興特別措置法
・被災区分所有建物の再建等に関する特別措置法

＜保険共済制度＞
・森林国営保険法
・農業災害補償法
・地震保険に関する法律

＜災害税制関係＞
災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に関する法律

＜その他＞
防災のための集団移転促進事業に係る国の財政上の特別

措置等に関する法律

・災害救助法
・消防法
・警察法
・自衛隊法

水防法

災害対策基本法

(出典：内閣府・災害対策法制のあり方に関する研究会)



災害対策基本法における国、都道府県、市町村､住民等の責務

（国の責務）
第３条 国は、前条の基本理念にのっとり、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護する使命を有する

ことに鑑み、組織及び機能の全てを挙げて防災に関し万全の措置を講ずる責務を有する。
２ 国は、前項の責務を遂行するため、災害予防、災害応急対策及び災害復旧の基本となるべき計画を作成し、

及び法令に基づきこれを実施するとともに、地方公共団体、指定公共機関、指定地方公共機関等が処理する防
災に関する事務又は業務の実施の推進とその総合調整を行ない､及び災害に係る経費負担の適正化を図らなけ
ればならない。

（都道府県の責務）
第４条 都道府県は、基本理念にのっとり、当該都道府県の地域並びに当該都道府県の住民の生命、身体及び財産を

災害から保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、当該都道府県の地域に係る防災に関
する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施するとともに、その区域内の市町村及び指定地方公共機関が
処理する防災に関する事務又は業務の実施を助け、かつ、その総合調整を行う責務を有する。

（市町村の責務）
第５条 市町村は、基本理念にのっとり、基礎的な地方公共団体として、当該市町村の地域並びに当該市町村の住民

の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、当該市町村
の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施する責務を有する。

２ 市町村長は、前項の責務を遂行するため、消防機関、水防団その他の組織の整備並びに当該市町村の区域
内の公共的団体その他の防災に関する組織及び自主防災組織の充実を図るほか、住民の自発的な防災活動の
促進を図り、市町村の有する全ての機能を十分に発揮するように努めなければならない。

（住民等の責務）
第６条

３ 前２項に規定するもののほか、地方公共団体の住民は、基本理念にのっとり、食品、飲料水その他の生活必需
物資の備蓄その他の自ら災害に備えるための手段を講ずるとともに、防災訓練その他の自発的な防災活動への
参加、過去の災害から得られた教訓の伝承その他の取組により防災に寄与するように努めなければならない。



災害救助法の位置づけ
我が国の災害対策法制は、災害の予防、発災後の応急期の対応及び災害からの復旧・復興の各ステージ

を網羅的にカバーする 「災害対策基本法」を中心に、各ステージにおいて、災害類型に応じて各々の個別法に
よって対応する仕組みとなっており、「災害救助法」は、発災後の応急期における応急救助に対応する主要な
法律である。

防 災 応急救助 復旧・復興

災害救助法
被災者生活再建支援法
災害弔慰金法 など

災 害 対 策 基 本 法

災
害
発
生

市町村（基礎自治体） 都道府県

救助法を適用しない場合 救助の実施主体（基本法５条）
救助の後方支援、総合調整

（基本法４条）

救助法を適用した
場合

救助の実施 都道府県の補助（救助法１３条２項） 救助の実施主体（救助法２条）

事務委任
事務委任を受けた救助の実施主体

（救助法１３条１項）
救助事務の一部を市町村に委任可

（救助法１３条１項）

費用負担 費用負担なし（救助法２１条）
かかった費用の最大１００分の５０
（残りは国が負担）（救助法２１条）

災害救助法の適用

(出典：内閣府・防災情報のページ「災害救助法等担当者全国会議」改変）



災害救助法の実施概念図
日本赤十字社（都道府県支部）

国
（
内
閣
府
）

被
災
都
道
府
県

被
災
住
民

災害救助法
の適用

地
域
住
民

①避難所、応急仮設住宅の供与
②食品の給与、飲料水の供与
③被服、寝具等の給与
④医療、助産
⑤被災者の救出
⑥住宅の応急修理
⑦学用品の給与
⑧埋葬
⑨死体の捜索及び処理
⑩住居又はその周辺の土石等

の障害物の除去

協
定

委
託

救護班の派遣（医療・助産）

被害状況の情報提供

技術的な助言・勧告
・資料の提出要求
・是正の要求 他
〔自治法§２４５の４他〕

実施状況の情報提供

（職員の派遣）

救助・権限の委任
通知・告示

委託内容の事前
の取り決め

応援職員の派遣

被害状況の情報提供

災害対策
本部

災害対策
本部

応急救助の実施

応急救助の実施

【県直接実施】

【委任による実施】

他
都
道
府
県

被
災
市
町
村

他
市
町
村

（
協
定
）

（
応
援
）

（
要
請
）

（応援の指示・派遣調整）

（応援要請）

（応援の指示・派遣調整）

（応援職員の派遣） 環境
衛生

救護所
活動

応急対策一般 DMAT
派遣

救命・救護

広域
医療搬送

避難所
活動

(出典：内閣府・防災情報のページ「災害救助法等担当者全国会議資料」改変

法定受託事務



防災基本計画の体系
災 害 対 策 基 本 法 ( 昭 和 ３ ６ 年 法 律 第 ２ ２ ３ 号 )

第 3条：防災に関する計画の作成・実施、相互協力等
第34条：防災基本計画の作成及び公表等（中央防災会議）
第36条：防災基本計画に基づく指定行政機関による防災業務計画の作成等
第39条：防災基本計画に基づく指定公共機関の防災業務計画の作成等
第40条：防災基本計画に基づく都道府県地域防災計画の作成等
第42条：防災基本計画に基づく市町村地域防災計画の作成等

防災基本計画

防災業務計画

※各種防災計画の基本

指定行政機関：中央省庁

防災業務計画
指定公共機関：独立行政法人

日銀,日赤,NHK,NTT等

地域防災計画
都道府県防災会議（会長：知事）
市町村防災会議（会長：市町村長）

※ 内閣総理大臣をはじめ全閣僚、指定公共機関の代表者、
学識経験者により構成

中央防災会議（会長：内閣総理大臣）

策定・実施

策定・実施

策定・実施

策定・実施



ＤPＡＴ 被災した精神科病院の復旧支援

ＤPＡＴ先遣隊 当該医療機関で対応しきれない
精神疾患患者に対する医療支援等

・災害により地域で対応しきれない
軽症患者の医療

・避難所内の巡回診療

ＪＲＡＴ 被災者に対するリハビリテーション

ＤＭＡＴ 当該医療機関で対応しきれない
重症の救急患者に対する医療支援

ＤＭＡＴ 被災者に対する予防等の公
衆衛生活動

：医療 ：医療行為

：精神 ：健康管理

：保健 ：患者搬送

DMAT

医

医

災害拠点病院

災害拠点精神科病院等

一般病院
有床診療所

無床診療所

救護所

避難所

介護施設
社会福祉施設

自宅
仮設住宅

急性期 （～48時間） 亜急性期 （48時間～1週間） 慢性期 （1週間以降）

ＪＭＡＴ

ＪＭＡＴ

ＪＭＡＴ

日赤こころのケアチーム 被災者に対する心理社会的支援

日赤
救護班

NHO
救護班

全国知事
会

救護班

医

健

在宅医療を必要とする者への医療

DPAT

保健師AMAT

入院

医療機能の復帰支
援

発災前からの医療の継続

転院搬送支援

健

JCHO
救護班

AMAT

DPAT

転院搬送
依頼

参集

※ 日赤、NHO、AMAT、JCHO
は、

関連病院の診療支援も行う。

医

※ 指定公共機関、公益社団法人など全国規模で救護班の編成を行っている団体の一例

・医療機関の被害状況確認
・転院搬送支援

ＪＭＡＴ

都道府県保健医療調整本部

保健所等

AMAT

地域災害医療コーディネーター

連携

DMAT

心のケアチーム (都道府県等) 被災者に対するメンタルヘルスケア

ＤPＡＴ 精神科治療が必要な被災者の診療、入院調整 医

ＤPＡＴ 精神科治療が必要な被災者の診療、入院調整

心のケアチーム (都道府県等) 被災者に対するメンタルヘルスケア

ＤPＡＴ 精神科治療が必要な被災者の診療、入院調整 医

被災者に対する健康管理保健師等（自治体職員）

保健師等（自治体職員） 被災者に対する健康管理

医

（自宅・仮設住宅）

発
災

災害支援ナース 被災者に対する看護ケア

災害支援ナース 被災者に対する看護ケア

国立大学附
属病院救護

班

済生会
救護班

災害歯科保
健医療チー

ム

災害歯科保健医療チーム 診療支援

薬剤師のチーム 被災者に対する薬務管理

JDA-DAT（日本栄養士会災害支援チーム） 被災者に対する栄養・食生活支援

DHEAT（災害時健康危機管理支援チーム）

DHEAT（災害時健康危機管理支援チーム） 保健医療行政の指揮調整機能等の応援

保健医療行政の指揮調整機能等の応援

都道府県災害医療コーディネーター・災害時小児周産期リエゾン

医

医

医

健

健

医

健

健

健

健

健

健

医

健

健

被
災
地
の
既
存
の
医
療
・保
健
資
源
へ
順
次
移
行

その他の
救護班

災害時における被災地外からの医療・保健に関わるチームの一例



「大規模災害時の保健医療活動に係る体制の整備について」
大臣官房厚生科学課長、医政局長、健康局長、医薬・生活衛生局長、社会・援護局障害保健福祉部長 通知



記

１．保健医療調整本部の設置等について

（１） 設置

被災都道府県は、当該都道府県に係る大規模災害が発生した場合には、速やかに、都道府
県災害対策本部の下に、その災害対策に係る保健医療福祉活動（以下単に「保健医療福祉
活動」という。）の総合調整を行うための本部（以下「保健医療福祉調整本部」という。）を設置
すること。なお、当該保健医療福祉調整本部の設置については、当該保健医療福祉調整本部
の設置に代えて、既存の組織等に当該保健医療福祉調整本部の機能を持たせても差し支え
ないこと。

被災都道府県における保健衛生活動を行う災害時健康危機管理支援チーム（以下
「DHEAT」という。)・保健師チーム等の派遣調整については各都道府県の担当課が行ってき

たところであるが、保健医療福祉調整本部において、保健医療活動チームの派遣調整、保健
医療福祉活動に関する情報連携、保健医療福祉活動に係る情報の整理及び分析等の保健
医療福祉活動の総合調整を行うこと。

「大規模災害時の保健医療活動にかかる体制の整備について」－②



（２）組織

① 構成員

保健医療福祉調整本部には、被災都道府県の医務主管課、保健衛生主管課、薬務主管課、精神保健主管課、民生主管課（「災害時の福祉
支援体制の整備について」（平成 30 年５月 31 日社援発 0531 第１号厚生労働省社会・援護局長通知。以下「平成 30 年社会・援護局長通知」
という。）に記載する災害福祉支援ネットワークを所管する部署。）等の関係課及び保健所の職員、災害医療コーディネーター、災害薬事コー
ディネーター等の関係者が参画し、相互に連携して、当該保健医療福祉調整本部に係る事務を行うこと。また、保健医療福祉調整本部には、本
部長を置き、保健医療福祉を主管する部局の長、その他の者のうちから、都道府県知事が指名すること。

② 連絡窓口の設置
保健医療福祉調整本部は、保健所・DHEAT、保健医療活動チーム（災害派遣医療チーム（DMAT）、日本医師会災害医療チーム（JMAT）、日

本赤十字社の救護班、独立行政法人国立病院機構の医療班、全日本医療支援班（AMAT）、日本災害歯科支援チーム（JDAT）、薬剤師チーム、
看護師チーム（被災都道府県以外の都道府県、市町村、日本看護協会等の関係団体や医療機関から派遣された看護職員を含む）、保健師
チーム、管理栄養士チーム、日本栄養士会災害支援チーム（JDA-DAT）、災害派遣精神医療チーム（DPAT）、日本災害リハビリテーション支援
協会（JRAT）、その他の災害対策に係る保健医療活動を行うチーム（被災都道府県以外の都道府県から派遣されたチームを含む。）をいう。以
下同じ。）、その他の保健医療福祉活動に係る関係機関（以下「関係機関」という。）及び災害福祉支援ネットワーク本部（平成 30 年社会・援護
局長通知に基づき都道府県が設置する、DWAT の派遣調整等を行う本部）との連絡及び情報連携を行うための窓口を設置すること。
この場合において、保健医療福祉調整本部は、関係機関との連絡及び情報連携を円滑に行うために必要があると認めるときは、当該関係機関
に対し、当該関係機関の担当者を当該窓口に配置するよう求めることが望ましいこと。

③ 本部機能等の強化

保健医療福祉調整本部は、保健医療福祉活動の総合調整を円滑に行うために必要があると認めるときは、被災都道府県以外の都道府県
等に対し、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）等に基づき、保健医療福祉調整本部における業務を補助するための人的支援等を求
めることが望ましいこと。

また、保健医療福祉調整本部は、保健医療福祉活動を効果的・効率的に行うため、被害状況、保健医療福祉ニーズ等について、厚生労働
省災害対策本部（厚生労働省現地対策本部が設置された場合にあっては、厚生労働省現地対策本部。以下この③において同じ。）と緊密な
情報連携を行うとともに、保健医療福祉活動の総合調整を円滑に行うために必要があると認めるときは、厚生労働省災害対策本部に対し、
必要な助言及びその他の支援を求めること。

「大規模災害時の保健医療活動にかかる体制の整備について」－③



２．保健医療活動の実施について

（１）保健医療活動チームの派遣調整

①保健医療福祉調整本部は、被災都道府県内で活動を行う保健医療活動チームに対し、保健医療活
動に係る指揮又は連絡を行うとともに、当該保健医療活動チームの保健所への派遣の調整を行うこと。
なお、災害発生直後においては、人命救助等に支障が生じないよう、保健所を経由せず、被災病院等へ
の派遣の調整を行う等、指揮又は連絡及び派遣の調整（以下「指揮等」という。）について、臨機応変かつ
柔軟に実施すること。

② 保健所は、①によって派遣された保健医療活動チームに対し、市町村と連携して、保健医療活動に係
る指揮又は連絡を行うとともに、当該保健医療活動チームの避難所等への派遣の調整を行うこと。

③ 保健医療福祉調整本部及び保健所は、①及び②の指揮等の実施に当たっては、救急医療から保健
衛生等の時間の経過に伴う被災者の保健医療福祉ニーズの変化を踏まえることに留意すること。

④ 保健医療福祉調整本部及び保健所は、保健医療活動チームに対し、当該保健医療活動チームが実
施可能な活動の内容、日程、体制、連絡先等の情報を予め保健医療福祉調整本部及び保健所に登録し、
保健医療福祉調整本部及び保健所の指揮等に基づき活動を行うよう求めること。

「大規模災害時の保健医療活動にかかる体制の整備について」－④
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(※) （凡例） ： 保健医療活動チーム（DMAT、JMAT、日本赤十字社の救護班、国立病院機構の医療班、歯科医師チーム、薬剤師チーム、看護師チーム、保健師チーム、管理栄養士チーム、ＤＰＡＴ 等）
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これをきっかけに防災部局と
緊密な関係を構築しましょう！
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